
地方法人特別税の創設の経緯 

（資料４） 



１  制度創設（平成20年度改正）時の、平成20年度当初の税収見込みをもととした地方法

人特別税・譲与税の規模（平年度化後）。 

２   地方法人特別税（国税）は、都道府県が、法人事業税と併せて賦課徴収。 

３  地方法人特別税の課税標準は、法人事業税（所得割・収入割）の税額（標準税率分）。 

４  都道府県が賦課徴収した地方法人特別税の税収は、その全額を、地方法人特別譲与

税として、都道府県に譲与。 
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3.2兆円 

(注1) 

制度創設時 

制度創設時 

※平成20年10月1日より施行 

※ 地方消費税交付金の 
   交付基準と同様 

地方法人特別税・譲与税について 

○ 地方法人特別税・地方法人特別譲与税は、「税制の抜本的な改革において偏在性の小さい地方税
体系の構築が行われるまでの間の措置」（地方法人特別税等に関する暫定措置法第１条）として創設された
もの。 

 
 

      制度創設時の
想定 

Ｈ２２実績 Ｈ２３実績 Ｈ２４地財 

地方消費税１％相当額 ２６,０００ ２６，４１９ ２５，５０３※1 ２６，４６６ 

地方法人特別税・譲与税の規模 ２６,０００ １４，１５９ １５，４２７ １６，５６４ 

偏在是正効果額等（地財）※2 ４，０００ ２，０００ ２，３００ (２，４００) 

減収となる団体の影響額 ▲３，９８６ ▲１，９１３ ▲１，９５０ ▲１，６６５ 

東京都 ▲３，１９７ ▲１，５７２ ▲１，５１０ ▲１，１１５ 

（単位：億円） 

税源の偏在是正の観点から、 
 制度創設時において、地方消費税１％分に相
当する法人事業税を、地方消費税交付金の交
付基準と同じ基準で譲与することとしたもの 

※１：「地方消費税１％相当額」の「H23実績」については、見込額。 
※２：偏在是正効果額等＝不交付団体から交付団体に譲与される額＋地方再生対策費の創設による不交付団体の標準歳出の増額分。 
    「H24地財」は、相当する額がなく、括弧内に、地域経済・雇用対策費のうち、地域再生対策費に相当する額を記載。 



（１）地方税の偏在の状況  

偏在度（1人当たり税収：最大/最小） 集中度（ 東京 / 全国 ） 

平成17年度 平成22年度 平成17年度 平成22年度 

地方税全体 

東京 / 沖縄： 3.2倍 
 

東京 / 沖縄： 2.7倍 
17.3％ 

 
17.0％ 

 
－ 

 
東京 / 沖縄： 2.6倍 

－ 
 

16.7％ 

 
－ 

 
東京 / 沖縄： 2.6倍 

－ 
 

16.5％ 

地方法人二税 

東京 / 長崎： 6.5倍 
 

東京 / 奈良： 5.4倍 
25.8％ 

 

24.6％ 

－ 
 

東京 / 奈良： 5.4倍 
－ 

 
25.0％ 

－ 
 

東京 / 奈良： 4.0倍 
－ 

 
22.0％ 

地方消費税 
（清算後） 

東京 / 沖縄： 2.0倍 東京 / 沖縄： 2.0倍 14.1％ 14.9％ 

 ※都道府県・市町村分を含む。 

地方法人特別税立案時の地方間の税源偏在の状況① 

※平成19年4月25日経済財政諮問会議提出資料に、平成22年度決算の数値を加えたもの。 

地方法人特別税を事業税として復元 

地方法人特別税・譲与税を含まない 

地方法人特別税・譲与税を含む 

地方法人特別税を事業税と
して復元 

地方法人特別税・譲与税を
含まない 

地方法人特別税・譲与税を
含む 

地方法人特別税を事業税として復元 

地方法人特別税・譲与税を含まない 

地方法人特別税・譲与税を含む 

地方法人特別税を事業税と
して復元 

地方法人特別税・譲与税を
含まない 

地方法人特別税・譲与税を
含む 



（２）地方税収額の推移 

平成15年度 
決算額 

平成19年度予算額 平成19年度決算 平成22年度決算額 

東京都 

3兆9,360億円 
     5兆3,030億円 
(⑮比＋1兆3,670億円) 

      5兆4,973億円 
(⑮比＋1兆5,613億円) 

     
     4兆5,228億円 

(⑮比   ＋5,868億円) 

－ － － 
 

      4兆3,649億円 
(⑮比   ＋4,289億円) 

15年度財政力 
指数下位8県 

6,594億円 
        7,989億円 
(⑮比 ＋1,395億円) 

        7,922億円 
(⑮比 ＋1,328億円) 

 
          7,152億円 
(⑮比     ＋558億円) 

－ － － 
 

    7,457億円 
(⑮比    ＋863億円) 

※各年度とも、各年度決算統計中の地方税収入額を記載。 
※平成15年度財政力指数下位8県とは、島根県、高知県、鳥取県、長崎県、秋田県、宮崎県、沖縄県、和歌山県。 

※東京都の地方税収は、都区財政調整に係る調整税を含む。 

地方法人特別税立案時の地方間の税源偏在の状況② 

※平成19年4月25日経済財政諮問会議提出資料に、平成19年度決算及び平成22年度決算の数値を加えたもの。 

地方法人
特別税・譲
与税の創
設時想定
の影響額 

23決算見
込み 

23地方法

人特別譲
与税譲与
額 

地方消費
税1.2％引

上げ時の
税収増加
額 

東京都 ▲3,197 21,344 
+18,728 

1,991 4,712 

島根県 63 618 86 160 

高知県 80 599 87 175 

鳥取県 52 501 69 140 

長崎県 150 1,090 163 320 

秋田県 115 876 127 254 

宮崎県 113 927 130 259 

沖縄県 127 973 155 265 

和歌山県 52 843 114 211 

８県計 752 6,426 931 1,783 

地方法人特別税を事業税とし
て復元 

地方法人特別税を事業税とし
て復元 

地方法人特別税・譲与税を
含む。 

地方法人特別税・譲与税を
含む。 



 
 

平成１８年１２月１４日  平成１９年度与党税制改正大綱（自由民主党・公明党） 

     

 

 

 

 

平成１９年１月２６日  安倍内閣総理大臣施政方針演説 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

       

 

 

 

 

     

地方法人特別税・譲与税の導入までの経緯① 

第一 経済・社会を安定的に支える税制に向けて 
   法人二税を中心に税源が偏在するなど地方団体間で財政力に格差があることを踏まえ、地方の自立
を促しその安定した財政基盤を構築する観点から、地方の税財源を一体的に検討していく必要がある。 

 地方の活力なくして国の活力はありません。私は、国が地方のやることを考え、押しつけるという、戦後
続いてきたやり方は、もはや捨て去るべきだと考えます。 
 地方のやる気、知恵と工夫を引き出すには、地域に住む方のニーズを一番よくわかっている地方がみず
から考え、実行することのできる体制づくりが必要です。地方分権を徹底して進めます。新分権一括法案
の三年以内の国会提出に向け、国と地方の役割分担や国の関与のあり方の見直しを行います。その上で、
交付税、補助金、税源配分の見直しの一体的な検討を進めるとともに、地方公共団体間の財政力の格差
の縮小を目指します。道州制については、さらに議論を深め、検討してまいります。 



○近年、地方法人二税の税収が急速に回復していること等を背景に、地域間の税収の差が拡がり、財政
力の差が拡大する傾向。 

○この問題については、早急に対応すべき課題。 

地方法人特別税・譲与税の導入までの経緯② 

平成１９年４月２５日  経済財政諮問会議資料「地域間の財政力差の縮小について」（菅義偉議員（総務大臣）・尾
身幸次議員（財務大臣）提出）      

（参考例） 
平成１９年２月５日参議院予算委員会 
○尾身幸次財務大臣 
 例えば東京都におきましては、十八年度の基準財政収入が基準財政需要を約１．４兆円上回っている
わけでございますが、この額は、最も財政事情が悪い八つの県の財源不足の合計額とほぼ同額になって
いる。八つの県といいますのは、島根県、高知県、鳥取県、長崎県、秋田県、宮崎県、沖縄県、和歌山県。
この全部の財源不足額の合計が東京都の一つの財源過剰額に匹敵すると、こういうことになっているわけ
でございまして、こういう状況を考えますと、地域間の財政力格差の問題につきまして、今後、総務大臣と
もよく相談をしながら真剣に取り組んでまいりたいと考えているわけでございます。 
○菅義偉総務大臣 
 東京一極集中の話がありました。実は、私もさきの会合の中で東京問題というものを初めて実は指摘をさ
せていただきました。この問題についてやはり私どもも議論をしなければならない時期に来ているのでは
ないかなと、今の状況がそのまま行けばですね、そういうふうに実は思っております。 
 ただ、この地方税の隔たりについては、法人二税が集中をしているわけでありますけれども、偏在の少な
い税というものを私どもは考える必要があると、このように思っております。 
   

 平成１９年１～３月  国会において地域間の財政力の格差の問題が何度も取り上げられる。 



地方法人特別税・譲与税の導入までの経緯③ 

      同日  同「尾身議員提出資料」（尾身議員提出）      

２．地域間の財政力格差問題への対応 
 ○・・・地域間の財政力格差問題は、地方団体間の調整で対応するとの基本的な考え方に立った上で、
検討を進めるべき。 

 ○地域間の財政力格差の最大要因は、地方法人二税の税収が偏在していること（最大／最小：6.5倍）。
このため、財政力格差を是正するには、偏在の原因である地方法人二税自体の配分の見直しを検討
することが重要。 

       同日  同「地方税財政改革による自治の確立」（伊藤隆敏議員・御手洗冨士夫議員・八代尚宏議員提出）  

  

 

    

 

 

     

 

原則２ 地方分権の時代にふさわしい国税・地方税の設計にする 
・地方間の偏在度を小さくする工夫を行うべきである 
   －例えば、 
     ①偏在度の大きな法人二税について按分を変える方法、 
     ②偏在度の大きな法人二税と小さな地方消費税を同額ずつ増減税する方法、 
     ③偏在度の大きな法人二税を交付税財源にし、交付税財源である消費税を同額地方消費税と  

する方法、 
   等が考えられる。 

Ⅲ 地方分権を支える偏在度の小さい地方税体系の構築 
 地方税を充実し、偏在度の小さい地方税体系を構築する 
  本年秋以降の消費税を含む税体系の抜本的改革や地方分権改革を通じ、 
  ・ 国と地方の歳出比（４：６）を踏まえ、税源移譲を含む税源配分の見直しを行い、当面、国と地方の

税収比１：１を目指して、地方税を充実 
  ・ 地域間の偏りが最も小さい地方の基幹税である地方消費税の充実などにより、できる限り偏在度の

小さい地方税体系を構築 
  ・ 地方消費税の充実とあわせ、法人課税の国・地方の配分のあり方の見直しなどにより、税収の偏在

を是正 
 特に、税収の偏在の是正に早急に取り組む 

      ５月２５日  経済財政諮問会議資料「地方分権改革について」（菅議員提出）      



Ⅱ 地方税改革の方向を踏まえつつ、地方税の偏在を是正 
 ２．偏在是正の方法＝税源交換を基本に検討 
    偏在度の小さい地方消費税と偏在度の大きい地方法人二税を交換。（当面、消費税の地方交付

税分を地方消費税へ、地方法人二税を国の法人税の地方交付税分に、それぞれ一部移管するこ
とを中心に検討） 

地方法人特別税・譲与税の導入までの経緯④ 

      １１月８日  経済財政諮問会議資料「地方の元気が日本の力（第２） 「地方と都市の共生」プログラム（地
方税財政上の対応）」（増田寛也議員（総務大臣）提出） 

 

     

 

       同日  同「額賀議員提出資料」（額賀福志郎議員（財務大臣）提出）  

 

地域間の財政力格差の問題について 
１．基本的考え方 
  国は総体としての地方よりも極めて厳しい財政状況にある一方で、個別地方団体間では大きな財政
力格差が存在。こうした状況の下で、地域間の財政力格差の問題については、地方団体間の水平的
な調整で対応すべき。偏在の最大要因である地方法人二税の配分の見直しが最も効果的。 

 
４．税源交換について 
  なお、消費税と地方法人２税との税源交換については、国の法人税と地方法人二税との間では、課
税標準等に相当の違いがあり（注）、地方法人二税から法人税へ税源移譲を行った場合、個々の納税
者の税負担を相当変動させることが不可避であることに留意が必要。政府部門内の財政調整のため
に個々の納税者の税負担を変動させることは、国民の理解を得られないのではないか。 

     （注）法人事業税（地方税）には、収入金課税や外形標準課税など所得課税でない課税の仕組
みがあるほか、法人税（国税）との間で様々な制度上の相違がある。 



地方法人特別税・譲与税の導入までの経緯⑤ 

       １１月２２日  「地域活性化緊急対策～暮らし、仕事、希望の再生～」（自由民主党・地域活性化特命委員会）  

 

２．地域活性化に向けた課題と政策提言 
①地域間の財政力格差の縮小 
 （ｃ）当面の方策 
 偏在是正の方法については、 
  ①偏在性の小さい地方消費税を引き上げる一方、交付税算入対象から消費税を外し、地方法人課税

と交換する方策や、 
  ②本年度は消費税の見直しと切り離し、地方法人二税の配分を見直す方策、 
  ③まず国が地方交付税総額の一部を緊急措置として復元し、その上で税以外の方法による時限的措

置を講ずべき 
等の提案がなされた。地方税の見直しに係る具体の方策については、党税制調査会の議論にゆだねるこ
ととするが、地方の歳出構造の変化を踏まえた地方税改革の方向を明確にするとともに、その方向に沿っ
た具体策となることが必要である。 
 いずれにせよ、①今回の偏在是正は都道府県間を対象とし、市町村税は後日に譲ることとするが、さら
に、②偏在是正の方法如何を問わず、これによって生み出された財源は、新たな地方再生・地域活性化
対策費として地方交付税の特別枠とし、その上で、市町村に配慮し、地方負担の軽減や合併後の対策、
地域活性化に資するよう重点配分する仕組みを検討すべきである。 



 国民がゆとりと豊かさを実感でき、個性豊かで活力に満ちた地域社会を実現する観点から、地方分権改
革に取り組んでいく必要がある。地方の活力を取り戻すためにも、地方の自立を推進し、真の地方分権を
確立しなければならない。納税者が身近なところで税を納め、その使途をチェックすることの意義も大きい。
こうした地方分権の観点から、国・地方の財政状況、国・地方の税体系のあり方等を考えながら、税源の偏
在性が少なく、税収の安定性を備えた地方税体系を構築し、地方税の充実確保を図ることが重要である。 
また、地方公共団体間で財政力に格差があることを踏まえ、地方間の税源の偏在を是正し、その格差の縮
小を目指すことが喫緊の課題となっていることから、総合的な検討を進め、早急な対応を図るべきである。 

       １１月２０日  「抜本的な税制改革に向けた基本的考え方」（政府税制調査会） 

  

 

地方法人特別税・譲与税の導入までの経緯⑥ 

（その他の主な意見） 
・ 国際的に見て地方法人課税がない国もある中、法人が地域間で移動しやすいことを踏まえ、地方税とし
て法人に課税することが税体系上妥当か。 
・ 法人も地方サービスから受益がある。法人事業税は応益性との関係で物税としての要素が認められてお
り、外形標準化をすすめ所得課税の割合を落としていくことが望ましいと考えるが、法人課税が地方税に
ふさわしくないということにはならない。 
・ 地方法人課税の税収の配分に水平的な調整が必要。 
・ 国税と地方税の税目調整を含め、地方の税目については地域間格差の少ない税目に変えていくことが
必要。 
・ 地方法人二税の地域間格差については、税の観点からだけではなく、地方交付税のあり方とあわせて議
論が必要。  



地方法人特別税・譲与税の導入までの経緯⑦ 

平成２０年 １月１１日  「平成２０年度税制改正の要綱」（閣議決定） 

  

 
八 地域間の財政力格差の縮小 
  地方税制については、更なる地方分権の推進とその基盤となる地方税財源の充実を図る中で、地方消
費税の充実を図るとともに、併せて地方法人課税のあり方を抜本的に見直すなどにより、偏在性が小さく
税収が安定的な地方税体系を構築することを基本に改革を進める。  
 この基本方向に沿って、消費税を含む税体系の抜本的改革において、地方消費税の充実と地方法人
課税のあり方の見直しを含む地方税改革の実現に取り組む。  
 消費税を含む税体系の抜本的改革が行われるまでの間の暫定措置として、法人事業税の一部を分離
し、「地方法人特別税」及び「地方法人特別譲与税」を創設することにより、偏在性の小さい地方税体系の
構築を進める。  
１ 地方法人特別税  
 (1) 納税義務者  
   法人事業税（所得割又は収入割）の納税義務者とする。  
 (2) 課税標準  
   標準税率により計算した所得割額又は収入割額とする。  
 (3) 税率  
  ①付加価値割額、資本割額及び所得割額の合算額によって法人事業税を課税される法人の所得 

割額に対する税率  148％  
  ②所得割額によって法人事業税を課税される法人の所得割額に対する税率  81％  
  ③収入割額によって法人事業税を課税される法人の収入割額に対する税率  81％  
 (4) 賦課徴収  
   地方法人特別税の賦課徴収は、都道府県が法人事業税の例により併せてこれを行うこととする。  
 （注）上記の改正は、平成20年10月１日以後に開始する事業年度から適用する。  
２ 地方法人特別譲与税  
   地方法人特別税の創設に伴い、地方法人特別税の税収の全額を人口等一定の基準により都道府
県へ譲与する地方法人特別譲与税を創設する。  

３ その他所要の措置を講ずる。  




